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１．調査の目的と回答状況 

（２）回答状況 

  ・発送先数：663社、 回答総数：205社、 回答率：31％ 

（３）回答者の属性（業種別） 

業種 回答数 比率
建設業 31 15%
製造業 76 37%
非製造業 98 48%
合計 205 100%

（１）調査の目的 

  ・経済委員会の提言作成にあたり、ものづくりの競争力再生と
産業構造転換の促進に関わる事項について調査を実施 
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２．法人税負担軽減メリットの活用方法 

○中長期ではより戦略的な事業活動に投下される 

＊詳細は、Ｑ１（Ｐ３～１３） 
＊対象は全産業。複数回答。 

＜当面と中長期における法人税引き下げによる負担軽減メリットの活かし方＞ 

27%

16%

25%

46%

21%

7%

28%

9%

22%

28%

11%

9%

0%

22%

23%

33%

44%

45%

16%

42%

20%

26%

17%

20%

3%

0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

商品・サービスの価格競争力向上

マーケティング、販路開拓の強化

研究開発の促進

設備投資の促進

新規事業の促進

合併､買収､組織再編等の展開

従業員の賃金･給与や福利厚生の向上

雇用の拡大

人材の能力向上

債務返済等財務体質の向上

配当の向上

効果は期待できない

その他

当面の活かし方

中長期の活かし方
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３．望ましい法人実効税率 

○現状からの引き下げを望む声が９割を超えている 

＊詳細は、Ｑ２（Ｐ１４） 
＊対象は全産業。単一回答。 

＜わが国の望ましい法人実効税率＞ 

35％程度

7%

30％程度

60%

20～25％

程度

32%

20％未満

1%
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４．労働規制の緩和、多様な働き方 

○裁量労働制の拡大、労働派遣の期間制限の延長が必要 

＊詳細は、Ｑ４（Ｐ１６、１７） 
＊対象は全産業。項目毎に単一回答。 

＜労働規制緩和が必要と考えられるもの＞ 

18%

18%

30%

32%

35%

45%

28%

26%

56%

58%

51%

50%

49%

40%

47%

47%

27%

25%

19%

19%

16%

15%

25%

28%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

整理解雇の要件緩和

職務、地域等を限定した正社員の制度整備

裁量労働制の対象業務の範囲拡大

裁量労働制の労働時間、休日等の制度の緩和

裁量労働制の手続き等の簡素化

所謂26業務の見直しと派遣期間制限の延長

グループ企業内派遣規制の見直し

１年以内に離職した労働者の派遣規制の見直し

正
社
員
に
関
す

る
も
の

労
働
時
間
に
関
す
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派
遣
制
度
に
関
す
る
も
の

強 中 弱



7%

10%

46%

5%

8%

1%

8%

5%

4%

6%

3%

4%

50%

67%

50%

67%

33%

50%

56%

66%

76%

53%

61%

60%

43%

23%

4%

29%

59%

49%

36%

29%

20%

40%

36%

35%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

基礎学力、一般教養

専攻分野の知識・学力

外国語能力

論理的思考力

コミュニケーション能力

リーダーシップ

協調性、チームワーク

倫理観、社会性

理解力

実行力、行動力

応用力

創造力、発想力

向上 変わらない 低下
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５．学生および若年労働者の能力 ① 

○外国語能力以外の能力は全て低下 

＊詳細は、Ｑ６（Ｐ２１） 
＊対象は全産業。項目毎に単一回答。 

＜以前と比べた学生および若年労働者の能力の変化＞ 
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５．学生および若年労働者の能力 ② 

○実際の能力と採用で重視する能力、学校教育で期待される能力に
はミスマッチが発生 

＊詳細は、Ｑ５～７（Ｐ１９～２７） 
＊対象は全産業。項目毎に単一回答。 

＜若年労働者等の能力の変化と採用で重視する能力および学校教育で期待される能力の比較＞ 

-75%

-50%

-25%

0%

25%

50%

75%

100%

採用で重視する能力
若年労働者等の能力の変化
学校教育で期待される能力【文系】
学校教育で期待される能力【理系】

若年労働者の能力の変化

強

or

向上

弱

or

低下

学校教育で期待される能力【理系】

学校教育で期待される能力【文系】

採用で重視する能力



56%

37%

80%

41%

80%

77%

31%

44%

20%

44%

19%

19%

13%

19%

0%

15%

1%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製品コンセプトの企画

製品の仕様、デザイン、設計

製品の中に必要な要素技術の開発

製品の中に必要なソフトウェアの開発

製品のコア技術、キーパーツのブラックボックス化技術

製品技術に関する知財戦略・標準化戦略

強 中 弱
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６．国内に保持すべき技術 ① 

○製品技術では、製品のコアとなる技術とその知財・標準化戦略を国
内に保持すべき 

＊詳細は、Ｑ８（Ｐ２８） 
＊対象は製造業のみ。項目毎に単一回答。 

＜国内に保持すべきと考える製品技術＞ 

50%

56%

36%

28%

19%

7%

21%

27%

80%

73%

43%

41%

53%

49%

53%

51%

68%

57%

19%

23%

7%

3%

11%

23%

28%

43%

11%

16%

1%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生産要件の設計への反映

製造方法の開発

製造装置・機械・工具や検査・測定装置等の開発

金型の設計、製作

素形材の製造、加工

組み付け、段取り

生産ラインの設計、形成

生産ラインのオペレーション、生産管理、品質管理

生産のコア技術、キー工程のブラックボックス化技術

生産技術に関する知財戦略・標準化戦略

強 中 弱

8 

６．国内に保持すべき技術 ② 

○生産技術では、生産のコア技術、キー工程のブラックボックス化技
術とその知財・標準化戦略を国内に保持すべき 

＊詳細は、Ｑ８（Ｐ２９） 
＊対象は製造業のみ。項目毎に単一回答。 

＜国内に保持すべきと考える生産技術＞ 
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７．海外に展開する機能の範囲 

○製品技術は、一部のキーパーツの生産機能まで 
生産技術は、機密にする必要性が低い製造工程まで 

＊詳細は、Ｑ９（Ｐ３０） 
＊対象は製造業のみ。項目毎に単一回答。 

＜海外展開に展開する機能の範囲＞ 

1
キーパーツの生産を伴わない
製品の生産機能

17 23% 23%

2
一部のキーパーツの生産を伴う
製品の生産機能

31 41% 64%

3
かなりのキーパーツの生産を伴う
製品の生産機能

22 29% 93%

4 海外展開しない 5 7% -

5 その他 0 0% -

1
機密にする必要性が無い製造工程
のみからなる生産機能

8 11% 11%

2
機密にする必要性が低い製造工程
を有する生産機能

51 68% 79%

3
機密にする必要性が高い製造工程
を有する生産機能

11 15% 93%

4 海外展開しない 5 7% -

5 その他 0 0% -

回答率
累計

【Ａ．製品技術に関する機能】

【Ｂ．生産技術に関する機能】

回答数 回答率選択肢

25%

12%

38%

5%

21%

1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

専門組織や担当者を置いている、社内での地位は高い

専門組織や担当者を置いている、社内での地位は高くない

明確な専門組織や担当者は置いていない、必要性は感じる

明確な専門組織や担当者は置いていない、必要性を感じて

いない

専門組織ではなく各部署が担務している

その他
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８．ビジネスモデル革新､イノベーション､知財戦略・標準化戦略 ① 

○ビジネスモデル革新､イノベーション､知財戦略・標準化戦略を担う専門組
織や担当者のニーズは高いが、実際には十分に配置できていない 

＊詳細は、Ｑ１０（Ｐ３１） 
＊対象は全産業。単一回答。 

＜ビジネスモデル革新､イノベーション､知財戦略・標準化戦略を担う組織の現状＞ 
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８．ビジネスモデル革新､イノベーション､知財戦略・標準化戦略 ② 

○国に対する要望は、民間研究開発の助成、産学官連携の推進、国際的な
標準化機関における日本人の影響力向上 

＊詳細は、Ｑ１１（Ｐ３３） 
＊対象は全産業。複数回答。 

＜ビジネスモデル革新､イノベーション､知財戦略・標準化戦略に関する国に対する要望＞ 

26%

54%

51%

42%

25%

13%

21%

1%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

国による科学技術の基礎分野の研究振興

国による民間の研究開発等の助成

産学官連携の推進

国際的な標準化に関する機関における日本人の影響力の向

上

大学等研究機関の機能強化

知財戦略政府組織の抜本強化

知財戦略政府スタッフの育成強化

その他

特にない、わからない
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９．新成長市場の掘り起こし、内需活性化、産業構造転換促進 

○幅広い分野で今後の成長が期待されている 

＊詳細は、Ｑ１２（Ｐ３５～３６） 
＊対象は全産業。複数回答。 

＜今後顕在化すると考えられるニーズや成長が見込まれる市場、産業＞ 

28%

43%

64%

69%

26%

35%

53%

49%

39%

30%

21%

56%

59%

39%

33%

15%

29%

0%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

海外市場をターゲットとした介護サービス、介護用品等

アンチエイジング等の積極的な健康増進、ヘルスケアサービス

ｉＰＳ細胞技術等先端医療、高度医療機器、医療システム

次世代自動車、パーソナルビークル、移動体を端末化した次世代交通制御システム

新幹線等の鉄道システム、運行制御ソフト

航空宇宙産業

地球環境の問題解決サービス、省エネ、資源リサイクル

スマートグリッド等エネルギーマネジメント

水ビジネス

６次産業化を指向する農業、漁業、林業

都市再生、コンパクトシティーづくり

防災、減災産業

産業用、家庭用、医療・介護用などの幅広い分野のロボット

新素材・ナノテクノロジー

クラウド等コンテンツメディア

かわいい、ｸｰﾙなどをﾓﾁｰﾌとした工業品や建築のﾃﾞｻﾞｲﾝ､ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽｱｰﾄやｲﾍﾞﾝﾄの開発…

おもてなし文化の発揮による観光産業

その他

特にない、わからない
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１０．規制の改革、創設整備 

○幅広い分野で規制の改革、創設整備が必要と考えられている 

＊詳細は、Ｑ１３（Ｐ３７） 
＊対象は全産業。複数回答。 

＜規制の改革もしくは創設整備が必要と考えられる分野＞ 

43%

36%

26%

45%

65%

30%

36%

19%

11%

2%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

医療、医工連携

介護関連

新交通手段の開発

農業、農商工連携

エネルギー供給

都市計画、建築基準

環境

ロボットの民生利用

オープンデータの利用

その他

特にない、わからない
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１１．中小企業の支援 

○人材育成・確保、経営安定化、成長、海外展開、事業承継、技術開
発・商品サービス化の支援に力点をおくべきと考えられている 

＊詳細は、Ｑ１５（Ｐ４２～４３） 
＊対象は全産業。複数回答。 

＜中小企業の支援で力点をおくべき施策＞ 
38%

38%

11%

37%

17%

19%

53%

42%

36%

21%

17%

45%

27%

25%

8%

8%

5%

18%

19%

0%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

経営の維持・安定化の支援

有望市場への対応、成長の支援

ＢtoＢからＢtoＣなどへの事業発展の支援

海外への事業拡大の支援

経営計画づくり支援

Ｍ＆Ａ（合併、買収）支援

人材育成支援

人材確保支援

事業承継支援

見本市の開催、ビジネスマッチング機会の提供

逆見本市の開催、ビジネスマッチング機会の提供

融資等資金援助

技術開発の促進

技術の商品化・サービス化の支援

成功事例などの情報提供

産業クラスター形成によるビジネスチャンスの創造

大企業のＯＢによる現地現物での支援

中小企業支援サービスのワンストップ化

中小企業支援組織のネットワーク強化

その他

特にない、わからない




